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第
十
三
条
の
二
を
削
る
。

第
十
三
条
の
三
第
二
項
中
「
第
十
三
条
第
二
項
」
を
「
前
条
第
二
項
」
に
、「
第
十
三
条
の
三
第
一
項
」
を
「
次
条

第
一
項
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
第
十
三
条
第
二
項
」
を
「
前
条
第
二
項
」
に
改
め
、
同
条
を
第
十
三
条
の
二

と
し
、
同
条
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（
企
業
主
導
型
保
育
施
設
用
資
産
の
割
増
償
却
）

第
十
三
条
の
三

青
色
申
告
書
を
提
出
す
る
個
人
が
、
平
成
三
十
年
四
月
一
日
か
ら
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日

ま
で
の
間
に
、
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
（
平
成
二
十
四
年
法
律
第
六
十
五
号
）
第
五
十
九
条
の
二
第
一
項
に
規

定
す
る
施
設
の
う
ち
児
童
福
祉
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
百
六
十
四
号
）
第
六
条
の
三
第
十
二
項
に
規
定
す
る

業
務
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
保
育
事
業
」
と
い
う
。）を
目
的
と
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
事
業

所
内
保
育
施
設
」
と
い
う
。）の
新
設
又
は
増
設
を
す
る
場
合
（
そ
の
新
設
又
は
増
設
を
す
る
事
業
所
内
保
育
施
設

と
と
も
に
当
該
事
業
所
内
保
育
施
設
に
お
け
る
保
育
事
業
の
用
に
供
す
る
遊
戯
用
の
構
築
物
、
遊
戯
具
そ
の
他
の

政
令
で
定
め
る
減
価
償
却
資
産
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
幼
児
遊
戯
用
構
築
物
等
」
と
い
う
。）の
取
得
又
は
製

作
若
し
く
は
建
設
を
す
る
場
合
で
、
か
つ
、
当
該
事
業
所
内
保
育
施
設
に
つ
き
子
ど
も
・
子
育
て
支
援
法
第
五
十

九
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
助
成
を
行
う
事
業
に
係
る
助
成
金
の
交
付
を
受
け
る
場
合
に
限
る
。）に
お
い

て
、
当
該
新
設
若
し
く
は
増
設
に
係
る
事
業
所
内
保
育
施
設
を
構
成
す
る
建
物
及
び
そ
の
附
属
設
備
並
び
に
当
該

幼
児
遊
戯
用
構
築
物
等
（
以
下
こ
の
項
及
び
次
項
に
お
い
て
「
企
業
主
導
型
保
育
施
設
用
資
産
」
と
い
う
。）で
そ

の
製
作
若
し
く
は
建
設
の
後
事
業
の
用
に
供
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
も
の
を
取
得
し
、
又
は
企
業
主
導
型
保
育
施
設

用
資
産
を
製
作
し
、
若
し
く
は
建
設
し
て
、
こ
れ
を
当
該
個
人
の
保
育
事
業
の
用
に
供
し
た
と
き
（
所
有
権
移
転

外
リ
ー
ス
取
引
に
よ
り
取
得
し
た
当
該
企
業
主
導
型
保
育
施
設
用
資
産
を
そ
の
保
育
事
業
の
用
に
供
し
た
場
合
を

除
く
。）は
、
そ
の
保
育
事
業
の
用
に
供
し
た
日
（
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
供
用
日
」
と
い
う
。）以
後
三
年
以
内

の
日
の
属
す
る
各
年
分
の
事
業
所
得
の
金
額
の
計
算
上
、
当
該
企
業
主
導
型
保
育
施
設
用
資
産
の
償
却
費
と
し
て

必
要
経
費
に
算
入
す
る
金
額
は
、
供
用
日
以
後
三
年
以
内
で
そ
の
用
に
供
し
て
い
る
期
間
（
当
該
企
業
主
導
型
保

育
施
設
用
資
産
に
係
る
事
業
所
内
保
育
施
設
に
つ
き
当
該
助
成
を
行
う
事
業
に
係
る
助
成
金
で
財
務
省
令
で
定
め

る
も
の
の
交
付
を
受
け
る
期
間
に
限
る
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
「
対
象
期
間
」
と
い
う
。）に
限
り
、
所
得
税
法

第
四
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
該
企
業
主
導
型
保
育
施
設
用
資
産
に
つ
い
て
同
項
の
規
定
に
よ

り
計
算
し
た
償
却
費
の
額
で
当
該
対
象
期
間
に
係
る
も
の
の
百
分
の
百
十
二
（
建
物
及
び
そ
の
附
属
設
備
並
び
に

構
築
物
に
つ
い
て
は
、
百
分
の
百
十
五
）
に
相
当
す
る
金
額
以
下
の
金
額
で
、
当
該
個
人
が
必
要
経
費
と
し
て
計

算
し
た
金
額
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
企
業
主
導
型
保
育
施
設
用
資
産
の
償
却
費
と
し
て
同
項
の
規
定
に
よ
り
必

要
経
費
に
算
入
さ
れ
る
金
額
を
下
る
こ
と
は
で
き
な
い
。

２

第
十
三
条
第
二
項
の
規
定
は
、
前
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る
企
業
主
導
型
保
育
施
設
用
資
産
の
償
却
費
の
額

を
計
算
す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
同
条
第
二
項
中
「
前
項
」
と
あ
る
の
は
「
第
十

三
条
の
三
第
一
項
」
と
、「
そ
の
合
計
償
却
限
度
額
」
と
あ
る
の
は
「
同
項
本
文
の
規
定
に
よ
り
必
要
経
費
に
算
入

す
る
こ
と
が
で
き
る
償
却
費
の
限
度
額
」
と
、「
同
条
第
一
項
」
と
あ
る
の
は
「
同
法
第
四
十
九
条
第
一
項
」
と
読

み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

３

第
十
一
条
第
三
項
の
規
定
は
、
第
一
項
の
規
定
又
は
前
項
に
お
い
て
準
用
す
る
第
十
三
条
第
二
項
の
規
定
を
適

用
す
る
場
合
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

４

前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
第
一
項
及
び
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、政
令
で
定
め
る
。

第
十
五
条
第
一
項
中
「
平
成
三
十
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
」に
、「
計
算
上
当
該
」

を
「
計
算
上
、
当
該
」
に
改
め
る
。

第
十
九
条
第
一
号
中
「
第
十
条
の
五
の
三
」
の
下
に
「
、
第
十
条
の
五
の
五
」
を
加
え
る
。

第
二
十
条
第
一
項
中
「
平
成
三
十
年
」
を
「
平
成
三
十
二
年
」
に
、「
こ
の
条
」
を
「
こ
の
項
か
ら
第
三
項
ま
で
」

に
、「
同
法
第
七
条
第
一
項
及
び
」
を
「
同
条
第
一
項
及
び
」
に
、「
そ
の
年
分
」
を
「
そ
の
積
立
て
を
し
た
年
分
」
に

改
め
、
同
条
第
三
項
中
「
掲
げ
る
金
額
」
を
「
定
め
る
金
額
」
に
改
め
る
。

第
二
十
条
の
二
第
一
項
中
「
同
法
第
十
五
条
第
一
項
」
を
「
第
十
五
条
第
一
項
」
に
、「
平
成
三
十
年
三
月
三
十
一

日
」
を
「
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
」
に
、「
こ
の
条
」
を
「
こ
の
項
か
ら
第
三
項
ま
で
」
に
、「
金
額
は
、当
該
」

を
「
金
額
は
、
そ
の
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
第
四
号
中
「
前
三
号
」
を
「
前
各
号
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
六

号
と
し
、
同
項
第
三
号
を
同
項
第
五
号
と
し
、
同
項
第
二
号
を
同
項
第
四
号
と
し
、
同
項
第
一
号
中「
場
合

そ
の
」

を
「
場
合
（
前
二
号
に
該
当
す
る
場
合
を
除
く
。）
そ
の
」
に
改
め
、
同
号
を
同
項
第
三
号
と
し
、
同
号
の
前
に
次

の
二
号
を
加
え
る
。

一

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
第
九
条
第
五
項
（
同
法
第
十
五
条
の
二
の
六
第
三
項
に
お
い
て
準

用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
よ
り
特
定
廃
棄
物
最
終
処
分
場
の
廃
止
の
確
認
を
受
け
た
場
合

そ
の
確
認

を
受
け
た
日
に
お
け
る
当
該
特
定
廃
棄
物
最
終
処
分
場
に
係
る
特
定
災
害
防
止
準
備
金
の
金
額

二

廃
棄
物
の
処
理
及
び
清
掃
に
関
す
る
法
律
第
九
条
の
二
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
又
は
第
十
五
条
の
三

の
規
定
に
よ
り
特
定
廃
棄
物
最
終
処
分
場
に
係
る
同
法
第
八
条
第
一
項
又
は
第
十
五
条
第
一
項
の
許
可
が
取
り

消
さ
れ
た
場
合

そ
の
取
り
消
さ
れ
た
日
に
お
け
る
当
該
特
定
廃
棄
物
最
終
処
分
場
に
係
る
特
定
災
害
防
止
準

備
金
の
金
額

第
二
十
四
条
の
二
第
一
項
中
「
個
人
で
、」を
「
個
人
で
」
に
、「
も
の
（
第
三
項
」
を
「
も
の
（
第
三
項
第
一
号
」

に
、「
平
成
三
十
年
三
月
三
十
一
日
」
を
「
平
成
三
十
二
年
三
月
三
十
一
日
」
に
、「
補
助
金
（
以
下
こ
の
項
」
を
「
補

助
金
（
第
一
号
」
に
、「
認
定
就
農
計
画
（
第
三
項
」
を
「
認
定
就
農
計
画
（
第
三
項
第
二
号
イ
」
に
、「
。
以
下
こ
の

項
」
を
「
。
第
一
号
」
に
改
め
、
同
項
第
二
号
中
「
当
該
積
立
て
」
を
「
そ
の
積
立
て
」
に
改
め
、
同
条
第
三
項
中

「
第
四
号
」
を
「
第
二
号
又
は
第
四
号
」
に
、「
同
号
」
を
「
第
二
号
イ
若
し
く
は
ロ
又
は
第
四
号
」
に
改
め
、
同
項

第
二
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

二

農
用
地
等
（
次
条
第
一
項
に
規
定
す
る
農
用
地
等
を
い
う
。
イ
及
び
ロ
に
お
い
て
同
じ
。）の
取
得
（
同
項
に

規
定
す
る
取
得
を
い
い
、
同
項
に
規
定
す
る
特
定
農
業
用
機
械
等
に
あ
つ
て
は
そ
の
製
作
又
は
建
設
の
後
事
業

の
用
に
供
さ
れ
た
こ
と
の
な
い
も
の
の
取
得
に
限
る
。）又
は
製
作
若
し
く
は
建
設
（
イ
及
び
ロ
に
お
い
て
「
取

得
等
」
と
い
う
。）を
し
た
場
合

次
に
掲
げ
る
場
合
の
区
分
に
応
じ
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る
金
額

イ

認
定
計
画
等
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
農
用
地
等
の
取
得
等
を
し
た
場
合

そ
の
取
得
等
を
し
た
日
に
お

け
る
農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備
金
の
金
額
の
う
ち
そ
の
取
得
等
を
し
た
農
用
地
等
の
取
得
価
額
に
相
当
す
る

金
額

ロ

農
用
地
等
（
農
業
用
の
器
具
及
び
備
品
並
び
に
ソ
フ
ト
ウ
エ
ア
を
除
く
。
ロ
に
お
い
て
同
じ
。）の
取
得
等

を
し
た
場
合
（
イ
に
掲
げ
る
場
合
を
除
く
。）
そ
の
取
得
等
を
し
た
日
に
お
け
る
農
業
経
営
基
盤
強
化
準
備

金
の
金
額
の
う
ち
そ
の
取
得
等
を
し
た
農
用
地
等
の
取
得
価
額
に
相
当
す
る
金
額

第
二
十
四
条
の
三
第
一
項
第
一
号
イ
中
「
お
い
て
同
条
第
二
項
又
は
第
三
項
」
の
下
に「（
第
二
号
ロ
に
係
る
部
分

を
除
く
。）」
を
加
え
る
。

第
二
十
五
条
の
二
第
三
項
第
一
号
を
次
の
よ
う
に
改
め
る
。

一

五
十
五
万
円

第
二
十
五
条
の
二
第
五
項
中
「
第
三
項
」
の
下
に「（
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
要
件
を
満

た
し
て
い
る
者
に
つ
い
て
適
用
す
る
場
合
を
除
く
。）」
を
加
え
、「
に
同
項
の
」
を
「
に
第
三
項
の
」
に
改
め
、
同
項

を
同
条
第
六
項
と
し
、
同
条
第
四
項
中
「
前
項
」
を
「
第
三
項
」
に
改
め
、
同
項
を
同
条
第
五
項
と
し
、
同
条
第
三

項
の
次
に
次
の
一
項
を
加
え
る
。

４

前
項
に
規
定
す
る
個
人
が
同
項
に
規
定
す
る
場
合
に
該
当
す
る
場
合
に
お
い
て
、
次
に
掲
げ
る
要
件
の
い
ず
れ

か
を
満
た
す
も
の
で
あ
る
と
き
は
、
同
項
第
一
号
中
「
五
十
五
万
円
」
と
あ
る
の
は
、「
六
十
五
万
円
」
と
し
て
、

同
項
の
規
定
を
適
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

一

そ
の
年
に
お
け
る
前
項
に
規
定
す
る
帳
簿
書
類
の
う
ち
財
務
省
令
で
定
め
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
電
子
計
算

機
を
使
用
し
て
作
成
す
る
国
税
関
係
帳
簿
書
類
の
保
存
方
法
等
の
特
例
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
年
法
律
第
二

十
五
号
）
第
四
条
第
一
項
又
は
第
五
条
第
一
項
の
承
認
を
受
け
て
、
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当

該
帳
簿
書
類
に
係
る
同
法
第
二
条
第
三
号
に
規
定
す
る
電
磁
的
記
録
の
備
付
け
及
び
保
存
又
は
当
該
電
磁
的
記

録
の
備
付
け
及
び
当
該
電
磁
的
記
録
の
同
条
第
七
号
に
規
定
す
る
電
子
計
算
機
出
力
マ
イ
ク
ロ
フ
ィ
ル
ム
に
よ

る
保
存
を
行
つ
て
い
る
こ
と
。

二

そ
の
年
分
の
所
得
税
の
確
定
申
告
書
の
提
出
期
限
ま
で
に
、
行
政
手
続
等
に
お
け
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利

用
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
五
十
一
号
）
第
三
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
同
項
に
規
定
す
る
電

子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
し
て
、
財
務
省
令
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
確
定
申
告
書
に
記
載
す
べ
き
事

項
（
前
項
の
規
定
の
適
用
を
受
け
よ
う
と
す
る
旨
及
び
同
項
の
規
定
に
よ
る
控
除
を
受
け
る
金
額
の
計
算
に
関
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